
【貸借対照表】 (単位：千円） 【行政コスト計算書】 (単位：千円）

金額 金額 金額

1.公共資産 23,317,203 1.固定負債 7,026,414 6,129,786

(1)有形固定資産 23,232,882 (1)地方債 5,491,643 1.人にかかるコスト 1,358,914

(2)売却可能資産 84,321 (2)長期未払金 70,706 (1)人件費 1,138,899

(3)退職手当引当金 1,464,065 (2)退職給与引当金繰入等 157,127

2.投資等 1,394,304 (3)賞与引当金繰入額 62,888

(1)投資及び出資金 142,026 2.流動負債 608,075 2.物にかかるコスト 1,937,487

(2)貸付金 2,500 (1)翌年度償還予定地方債 522,376 (1)物件費 952,742

(3)基金等 1,131,641 (2)その他 85,699 (2)維持補修費等 133,440

(4)長期延滞債権 156,581 (3)減価償却費 851,305

(5)回収不能見込額 △ 38,444 負債合計 7,634,489 3.移転支出的なコスト 2,806,758

金額 (1)社会保障給付 808,156

3.流動資産 2,676,523 3,337,241 (2)補助金等 1,135,062

(1)財政調整・減債基金 1,599,300 18,663,157 (3)他会計等への支出額 798,258

(2)歳計現金 1,041,115 3.その他一般財源等 △ 2,347,130 (4)他団体への公共資産整備補助金等 65,282

(3)未収金 47,283 4.資産評価差額 100,273 4.その他のコスト 26,627

(4)回収不能見込額 △ 11,175 (1)支払利息 49,223

純資産合計 19,753,541 (2)その他 △ 22,596

資産合計 27,388,030 負債及び純資産合計 27,388,030 250,917

使用料・手数料等 250,917

純経常行政コスト（経常行政コスト－経常収益） 5,878,869

【資金収支計算書】 (単位：千円） 【純資産変動計算書】 (単位：千円）

金額 金額

1.経常的収支額 (人件費、物件費、扶助費、補助費等など） 1,772,430 期首純資産残高 18,592,344

2.公共資産整備収支額 (普通建設事業） △ 687,483 純経常行政コスト △ 5,878,869

3.投資・財務的収支額 （公債費、積立金、貸付金など） △ 674,697 一般財源 5,459,038

当年度歳計現金増減額 410,250 地方税 1,678,075

期首歳計現金残高 630,865 地方交付税 2,643,385

期末歳計現金残高 1,041,115 その他行政コスト充当財源 1,137,578

（基礎的財政収支：プライマリーバランス） 補助金等受入 1,678,004

収入総額 8,575,294 臨時損益　　　　　(災害復旧事業費、公共資産除売却損益、投資損失など） △ 58,329

地方債発行額・財政調整基金取崩額 △ 1,061,876 資産評価替えによる変動額・無償受贈資産受入 △ 38,647

支出総額 △ 8,165,044 その他 0

地方債元利償還額 464,507 期末純資産残高 19,753,541

財政調整基金・減債基金積立額 150,000

基礎的財政収支 △ 37,119

経常収益

【普通会計】石川町財務書類４表・要約版（平成27年度）　　　　　〔総務省方式改訂モデル〕

1.公共資産等整備国庫補助金等

2.公共資産等整備一般財源等

資産の部 負債の部

純資産の部

経常行政コスト

 決算日（平成28年3月31日）において、普通会計に属する固定
資産や現金、資産形成のために投資された資金などがどのくら
いあるかを示したものです。 

■純資産比率 
 これまで形成した資産が、どの
程度町民の持ち分なのかが判
断できます。 
※企業における自己資本比率
に相当 
（純資産合計÷資産合計） 

72.1％ 
■社会資本形成の過去及び現
世代負担比率 
 社会資本形成の結果を示す
公共資産が、これまでの世代に
よって負担された割合を示しま
す。 
（純資産合計÷公共資産） 

84.7％ 
〔平均値：50～90％〕 

■社会資本形成の将来世代負
担比率 
 公共資産を、将来の世代に
よって負担する割合を示します。 
（地方債残高÷公共資産） 

26.2％ 
〔平均値：15～40％〕 

※地方債残高＝地方債＋翌年度償還予
定地方債＋長期未払金＋未払金（流動負
債・その他に含まれる） 

 
 
 

 経常的収支の黒字分を、生活
に欠かせない公共インフラ整備
やそのための借入金の返済に
当てていることがわかります。 

 １年間の普通会計に属する現金収入（歳入）と支出（歳出）を、
「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・財務的
収支の部」ごとに区分したものです。 

 普通会計に属する純資産（正味の資産）が、１年間にどのように
増減したのかを示したものです。 

 今までの世代が負担し
てきた純資産に、１年間
の変動額を加えます。 
 平成27年度は、資産
額が増加したことがわか
ります。 

 普通会計において、サービスの提供にどのくらいのコストが掛
かるのかを計算したものです。 
  

■受益者負担比率 
 コストに対する受益者負担の
割合がわかってきます。 また、
人件費や減価償却費を含めた
全てのコストが把握でき、目的別
に受益者負担割合を算定するこ
とができます。 
（経常収益÷経常行政コスト） 

4.9％ 
〔平均値：2～8％〕 

■町民一人当たりの資産額等 
(H28.3.31人口：16,078人） 

 
・資産 1,703千円 
〔平均値：1,000～5,000千円〕 

・負債 475千円 
〔平均値：300～2,000千円〕 

・純資産 1,229千円 
 
 

■町民一人当たりの行政コスト 
(H28.3.31人口：16,078人） 

 
・経常行政コスト 373千円 

〔平均値：200～900千円〕 
・経常収益 18千円 
・純経常行政コスト 355千円 


